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1 は じ め に

近年の稲作を取り巻く情勢は,転作の強化,米価の引き

下げ,良食味志向による産地間競争など,極めて厳しい状
況にあり,このような中でいかにして牛産力の高い水田作

経営を維持発展させてゆくかが問題になっている。本報告

は,収量600″以上,生産費10α 当たり10万円以下 ,60″
当たり1万円以下,10α 当たり投下労働時間30時間以下 ,

所得120千円を目標とし,現地農家の協力により営農改善

試験を実施している大規模稲作経営の事例について昨年に

引き続き報告するものである。前年の報告0(岩手県南地域
における大規模稲作経営の米生産コストと経営展開の課題 )

では,昭和61年度の経営について,①調査農家は, 2世代
2夫婦力蹴労 し,②作付面積は自作地作付け1245機に作

業受託を加えて耕起と代掻きは25んαに達し,③全耕作面積
の55%が30α 区画以上の圃場で水利条件も良好で,④ 10α

当たリー次生産費は7'千円となり県平均136千円の58%で

あり,0費目構成のうち農機具償却費が特に低いのは,自
作地と作業受託地により作業規模が大きく農機具の耐用年

数も長いためで,⑥投下労働時間は,299時間であり,県
平均の50%で ,⑦10α 当たり土地純収益は83千円と高いも
のの,現在,借地料として支払うことのできる額は農地取

得を主体とする償還金48千円を除いた35千円であり,③田

植作業が労働のネックとなり15たα程度力‐ 貫作業の限界で

あることなどであった。今年度は,昭和62年度の経営につ

いて,主に稲作技術改善の成果と転作への対応を検討した

結果を報告する。

経営変化 の概要

前年に引き続き 2世代 (父 60才 と妻,経営主36才と妻 )

が就労しており労働力構成は同じである。転作の強化に伴

い,水稲作付面積は 1,245α から1,138ι に減少 し,転作
の107′ には土地利用型のアスバラガスを導入 した。受託

作業のうち,耕起は133たαから105陸に,代掻きは121脆
から,0滋 に減少し,収穫は37カαか ら35たαへと若千減

少した。資本装備は,2人のオペレータ (労働力 )が効率
よく働き,適期FoH内 に作業規模をできうる限り拡大させら

れるように, トラクタ2台 ,H植機乗用 8条―台,コ ンバ

イン4条型 2台 としていたが,コ ンバインの 1台を 5条の

バラ積み型に更新 したことに関連し,籾運搬の効率化のた
めリフト付きの中古トラック(4ト ン)を購入し,籾運搬

作業の強度の軽減とともに作業の効率化を図った。

3 投下 労働 の変化

水稲の10α 当たり投下労働時間は,前年の299時間に対

して278時間に減少 (前年比,7%)した。減少の要因は ,
育苗作業の合理化,乾燥 ‐籾摺り調整作業の自動化である

旬別に技下労働時間の変化をみると,育苗作業の省力化に

より作業時「B5が短縮され, 4月 前半の投下労働は減少し,

また,田植作業の作付面積の減少などにより, 5月 中旬の

ビークは同じだったものの,上 下旬の時間は減少してい
る。一方,取穫・乾燥調整作業の改善により収穫作業であ

る10月 のピークも減少した。

4 生産費・収益性の変化
米の一次生産費は,10α 当たり79,171円 から84,25,円 に

表 1 生産費と収益性の変化
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増加 (1064%)し た。増加の要因は,転作により水稲の

作付面積が減少したことと,コ ンバイン4条袋方式型を 5

条バラ積み型に更新し併せてトラック (4ト ン,リ フト付

き)を導入し固定費が増加したことによる。一方,安価な
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肥料を使用するなどで肥料費は低減させることかできた。

粗収益は他用途米制度と米価の引き下げにもかかわらず ,

収量増 (548″から552″ に増加 )に より169,711円 から

172,927円 に増加 (1019%)し た。この結果 ,所得は113,

952円 から110,076円へとわずかな減少 (966%)に とどまっ

た。なお,600当 たリー次生産費は8,471円から8,999円

に増加 (1062%)し た。 1時間当たり所得は,投下労
働時間の減少により3811円 か ら3,906円 に若千の増加

(1025%)をみた。これらの生産費は10α 当たリー次生
産費で県平均の62%,所得では125%の水準となった。

5 作業受託 の経済性

前年度の報告では,経営の維持発展の問題を機械施設に

対する投資限界から検討したが,今年度は作業受委託を含

めた主要な作業の原価が標準作業料金と比較して適切な水

準であるか否かから検討した。

作業受託面積は年次による変動があり,62年度は,耕起

105九α,代掻き,0脆 ,収穫調整35れαで前年度よりやや

減少している。作業受託のうち,投資額が大きく,原価に

占める割合が大きい収穫 調整作業について検討した。収
穫 調整作業のために投資した機械施設の年当たり償却費
は2,201千円であり,現在評価額は14,455千円である。現

状の投資内容と嘔穫‐乾燥 ‐調整作業の実態をもとに,固

定費と変動費を算出し,規模別の作業原価を計算して標準

作業料金と比較すると,自作地も含めて13れαから,標準作

業料金を下回り,15れαでは標準作業料金の86%の水準で

あった。

表2 投下労働時間の変化

6 水田転作 への対応

水田転作は昭和53年から第一期,二期,三期と進み,昭

和62年度から水lI農業確立対策へと移行した。転作率は ,

17%台から25%台へと増加し,他用途米制度も導入された。

また,転作奨励金も6万円台から3万円台へと低下し,転

4/Flこよる冨1次部門の選択は経営存続 し,重要になっている。

大規模稲作経営では,転作面積も多くなり,土地利用型で

収益性の高い部門を選択することが重要である。和賀町で

は,土地利用型作物として転作にアスパラガスを選定する

経営事例が多く,大規模な稲作経営でもアスパラを導入す

る事例力彪多い。

転作によるアスパラガス導入後の経営状況を標準指標に

より試算すると,土地利用型ではあるものの大面積のアス

パラガスは収穫作業に労働力を必要とし,収穫が始まれば

現在の家族労働力では対応できず, 5月 と6月 に雇用労働

を必要とする。水稲部門の技術改善と作付面積の減少によ

り水稲による労働ピークは軽減され,一方,アスパラガス

の導入により年間を通じての労働は平準化される。またア

スパラガスの収最と販売単価が計画どおり達成されれば経

営全体の収益性は概ね確保されるが,水回転作のアスパラ

ガスの収量性確保は今後の課題である。
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転作が強化される今後の稲作経営においては,水稲作付

面積を減少せぎるを得ず ,米生産コストは高くなる。一方

では,良質米の生産のため,選択できる品種は限定され作

期の厳守は重要となる。更に,収益性の低下により技資限

界が低下するEJ能性があり,作業受託の拡大や,機械施設

の耐用年数の向上対策も必要になる。農地を購入すると転

作力対随し,水稲作付面積の増加に単純には結び付かない。

今後 ,ラ イフサイクルから見て実質的な労働力は 2世代から

15世代になり,転作部門のアスパラガスの拡大に相候っ

て雇用を導入する必要が生じる。このため,今後の稲作経

営は,転作部門の位置付けをより強化した上で,世代交替

や資金運営等,経営全体の姿を見極めつつ戦略的に進める

必要がある。
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図 1 投下労働時FHlの変化


